






































り受け、 若しくは当該売買契約を郵便等により締結して行う販売又は当該役務提供

契約の申込みを郵便等により受け、 若しくは当該役務提供契約を郵便等により締結

して行う役務の提供とする。

本号の趣旨は、 政令第18条第2号及び第3号に規定する継続的顧客に対する訪問

販売の場合と同様である（解説6(2)ウ②及び③を参照。）。

ただし、訪問販売においては、主として店舗販売業者等の営業活動は店舗を中心と

した地域において行われているのに対し、電話勧誘販売の場合においては、店舗販売

業者等が店舗の周辺以外の消費者を勧誘したり、 申込みを受けたりするという例も

少なくなく、店舗の所在地と無関係の地域で営業活動が展開されることから、適用除

外の要件として有店舗、 無店舗による取引回数に差異を設けず、 「 1年以内に 2回以

上の取引があること」を要件とすることとした。

なお、 この場合の取引実績は電話勧誘販売によるものに限定せず店舗における取

引や通信販売による取引等も含まれる。

8 第8項、 第9項及び第 10 項は、 割賦販売法との適用関係を明らかにした規定である。

同法においても消費者保護の観点から本法と同様の規定が置かれているが、 同じ規制を

重複して行うことを避けるため、 法第10条、 第11条、 第13条、 第20条及び第25条に

ついては、 より特殊性の強い割賦販売等については割賦販売法を適用することとしたも

のである。

具体的には、割賦販売（割賦販売法第2条第1項に規定する割賦販売をいう。以下同じ。）

については、 法第 10 条（訪問販売における契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限）

及び法第25条（電話勧誘販売における契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限）を適

用しないこととしている。

また、 割賦販売等（割賦販売、 割賦販売法第2条第2項に規定するロ ー ン提携販売、 同

条第3項に規定する包括信用購入あつせん又は同条第4項に規定する個別信用購入あっ

せんに係る販売をいう。 以下同じ。）で通信販売に該当するものには法第11条（通信販売

についての広告）及び法第13条（通信販売における承諾等の通知）を適用しないことと

し、 電話勧誘販売に該当するものには法第 20 条（電話勧誘販売における承諾等の通知）

を適用しないこととしている。
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